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(57)【要約】
【課題】永久磁石を使用して磁性フィラーを配向させな
がらエラストマー材料を成形する磁気粘弾性エラストマ
ー放射配向成形体の製造方法及び製造装置を提供する。
【解決手段】マトリックス樹脂と磁性フィラーを含む磁
気粘弾性エラストマー放射配向成形体の製造方法であっ
て、永久磁石１１を少なくとも1箇所配置し、キャビテ
ィー１４ｂを有する金属製金型１４ａ中央部の上部及び
下部から選ばれる少なくとも一方の離した位置に配置し
、永久磁石１１から発生する磁束１９ａを金属製金型１
４ａの側面から通過させる閉磁路を設け、リング状キャ
ビティー１４ａ内に充填したマトリックス樹脂と磁性フ
ィラーを含む組成物の前記磁性フィラーを放射状に配向
させて成形する。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　マトリックス樹脂と磁性フィラーを含む磁気粘弾性エラストマー放射配向成形体の製造
方法であって、
　永久磁石を少なくとも1箇所配置し、キャビティーを有する金属製金型中央部の上部及
び下部から選ばれる少なくとも一方の離した位置に配置し、
　前記永久磁石から発生する磁束を前記金属製金型の側面から通過させる閉磁路を設け、
　前記キャビティー内に充填したマトリックス樹脂と磁性フィラーを含む組成物の前記磁
性フィラーを放射状に配向させて成形することを特徴とする磁気粘弾性エラストマー放射
配向成形体の製造方法。
【請求項２】
　前記金属製金型の少なくとも一部の上下面には非磁性体を配置するとともに、前記金属
製金型の側面には磁性体を配置する請求項１に記載の磁気粘弾性エラストマー放射配向成
形体の製造方法。
【請求項３】
　前記永久磁石の下面に磁性体を配置し、前記金型の側面の磁性体と磁性体で接続する請
求項１又は２に記載の磁気粘弾性エラストマー放射配向成形体の製造方法。
【請求項４】
　前記永久磁石と前記金型の間に磁性体又は非磁性体を配置する請求項１～３のいずれか
に記載の磁気粘弾性エラストマー放射配向成形体の製造方法。
【請求項５】
　前記磁性フィラーは、磁性ワイヤー、磁性粉体、磁性膜を有する無機粉体、板状粉体及
び磁気に反応するフィラーから選ばれる少なくとも一つである請求項１～４のいずれかに
記載の磁気粘弾性エラストマー放射配向成形体の製造方法。
【請求項６】
　前記磁性ワイヤーは金属ワイヤーである請求項５に記載の磁気粘弾性エラストマー放射
配向成形体の製造方法。
【請求項７】
　前記磁性粉体は、カルボニル鉄粉、Ｆｅ－Ｓｉ合金、Ｆｅ－Ａｌ合金、Ｆｅ－Ｓｉ－Ａ
ｌ合金（センダスト）、Ｆｅ－Ｓｉ－Ｃｒ合金、Ｆｅ－Ｎｉ合金（パーマロイ）、Ｆｅ－
Ｎｉ－Ｃｏ合金（ミューメタル）、Ｆｅ－Ｎｉ－Ｍｏ合金（スーパーマロイ）、Ｆｅ－Ｃ
ｏ合金、Ｆｅ－Ｓｉ－Ａｌ－Ｃｒ合金、Ｆｅ－Ｓｉ－Ｂ合金、Ｆｅ－Ｓｉ－Ｃｏ－Ｂ合金
等の鉄系の合金粉から選ばれる少なくとも一つである請求項５に記載の磁気粘弾性エラス
トマー放射配向成形体の製造方法。
【請求項８】
　前記磁気粘弾性エラストマー放射配向成形体を１００体積％としたとき、前記磁性フィ
ラーは１～７０体積％である請求項１～７のいずれかに記載の磁気粘弾性エラストマー放
射配向成形体の製造方法。
【請求項９】
　前記マトリックス樹脂はオルガノポリシロキサンである請求項１～８のいずれかに記載
の磁気粘弾性エラストマー放射配向成形体の製造方法。
【請求項１０】
　前記永久磁石はネオジム、フェライト、サマリウムコバルト等の硬磁性材料から作られ
る永久磁石である請求項１～９のいずれかに記載の磁気粘弾性エラストマー放射配向成形
体の製造方法。
【請求項１１】
　前記金属製金型を前記閉磁路に組み込むため、及び前記金属製金型を前記閉磁路から取
り外して永久磁石の磁力を受けない位置に移動するための移動手段を設けた請求項１～１
０のいずれかに記載の磁気粘弾性エラストマー放射配向成形体の製造方法。
【請求項１２】
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　請求項１～１１のいずれかに記載の磁気粘弾性エラストマー放射配向成形体の製造方法
に使用するための製造装置であって、
　マトリックス樹脂と磁性フィラーを含む組成物を充填するためのキャビティーを有する
金属製金型と、
　前記金属製金型中央部の上部及び下部から選ばれる少なくとも一方の離した位置に配置
した永久磁石と、
　前記永久磁石から発生する磁束を前記金属製金型の側面から通過させるための閉磁路を
設けたことを特徴とする磁気粘弾性エラストマー放射配向成形体の製造装置。
【請求項１３】
　前記金属製金型の少なくとも一部の上下面には非磁性体を配置するとともに、前記金属
製金型の側面には磁性体を配置する請求項１２に記載の磁気粘弾性エラストマー放射配向
成形体の製造装置。
【請求項１４】
　前記金属製金型を前記閉磁路に組み込むため、及び前記金属製金型を前記閉磁路から取
り外して永久磁石の磁力を受けない位置に移動するための移動手段を設けた請求項１２又
は１３に記載の磁気粘弾性エラストマー放射配向成形体の製造装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は磁気粘弾性エラストマー(Magneto Rheological Elastomer)の放射配向成形体
の製造方法及び製造装置に関する。さらに詳しくは、永久磁石を使用した磁気粘弾性エラ
ストマー放射配向成形体の製造方法及び製造装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　磁界を印加することによりレオロジー特性が変化する流体は磁気レオロジー流体（ＭＲ
流体）と呼ばれ、微細な磁性体紛などの磁気活性粒子を液体中に均一に分散させた非コロ
イド懸濁液として知られている。ＭＲ流体は衝撃吸収、動力伝達、姿勢制御をはじめ、車
輛などのクラッチ、ダンパー、ショックアブソーバーや各種建造物用の制振支持装置、組
み立てロボットの筋肉部分、液体流量制御用バルブ、各種音響装置、医療・福祉用ロボッ
トハンドや介護ハンドなどに使用することができる。ＭＲ流体の一種である磁気粘弾性エ
ラストマー成形体は、放射配向させることが要求されるものがある。特許文献１～３には
電磁コイルを巻いた磁場印加手段を複数個使用して放射配向成形体を製造することが提案
されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１６－０８６０５０号公報
【特許文献２】特開２００７－０３５７８６号公報
【特許文献３】特開２００５－２２６１０８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかし従来の放射配向成形は、電磁コイルに電気を流すための配線が必要で装置が大き
くなり、製造コストが高くなり、配線が必要なため真空下でのプレス成形ができないとい
う問題がある。
【０００５】
　本発明は前記従来の問題を解決するため、永久磁石を使用して磁性フィラーを配向させ
ながらエラストマー材料を成形することにより、製造コストが安く、真空下でのプレス成
形が可能な磁気粘弾性エラストマー放射配向成形体の製造方法及び製造装置を提供する。
【課題を解決するための手段】
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【０００６】
　本発明の磁気粘弾性エラストマー放射配向成形体の製造方法は、マトリックス樹脂と磁
性フィラーを含む磁気粘弾性エラストマー放射配向成形体の製造方法であって、永久磁石
を少なくとも1箇所配置し、キャビティーを有する金属製金型中央部の上部及び下部から
選ばれる少なくとも一方の離した位置に配置し、前記永久磁石から発生する磁束を前記金
属製金型の側面から通過させる閉磁路を設け、前記キャビティー内に充填したマトリック
ス樹脂と磁性フィラーを含む組成物の前記磁性フィラーを放射状に配向させて成形するこ
とを特徴とする。
【０００７】
　本発明の製造装置は、前記の磁気粘弾性エラストマー放射配向成形体の製造方法に使用
するための製造装置であって、マトリックス樹脂と磁性フィラーを含む組成物を充填する
ためのキャビティーを有する金属製金型と、前記金属製金型中央部の上部及び下部から選
ばれる少なくとも一方の離した位置に配置した永久磁石と、前記永久磁石から発生する磁
束を前記金属製金型の側面から通過させるための閉磁路を設けたことを特徴とする。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明は、永久磁石を使用して磁性フィラーを配向させながらエラストマー材料を成形
することにより、製造コストが安く、真空下でのプレス成形が可能な磁気粘弾性エラスト
マー放射配向成形体の製造方法及び製造装置を提供できる。すなわち、磁場形成手段とし
て永久磁石を使用し、電磁コイル及び配線等を使用しないので、製造コストが安く、真空
下でのプレス成形もできる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】図１は本発明の一実施形態における成形体の模式的平面図である。
【図２】図２は同、成形体（外径４０ｍｍ、内径３０ｍｍ、厚さ５ｍｍ）の平面写真であ
る。
【図３】図３は本発明の一実施形態における成形装置の模式的断面図である。
【図４】図４は本発明の別の実施形態における成形装置の模式的断面図である。
【図５】図５は本発明のさらに別の実施形態における成形装置の模式的断面図である。
【図６】図６は本発明のさらに別の実施形態における成形装置の模式的断面図である。
【図７】図７Ａは本発明の一実施形態における成形装置の磁石と金型を分離した模式的断
面図、図７Ｂは同、磁石と金型を接続した模式的断面図である。
【図８】図８は本発明の一実施形態における多数個取り成形装置の模式的断面図である。
【図９】図９Ａは本発明の一実施形態で使用するネオジム磁石の平面図、図９Ｂは同、断
面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　本発明は、マトリックス樹脂と磁性フィラーを含む磁気粘弾性エラストマーの放射配向
成形体の製造方法及び製造装置である。成形時に磁性フィラーは磁場により放射配向され
、この状態で成形される。磁場形成手段として永久磁石を使用し、キャビティーを有する
金属製金型中央部の上部、下部又は上部と下部の両方の離した位置に永久磁石を配置する
。永久磁石から発生する磁束は、金属製金型の側面から通過させる閉磁路を設け、キャビ
ティー内に充填したマトリックス樹脂と磁性フィラーを含む組成物の前記磁性フィラーを
放射状に配向させて成形する。キャビティー形状および成形体形状は、平面がリング状、
円状、四角状、多角形状等どのような形状でも良い。
【００１１】
　本発明においては、金属製金型の少なくとも一部の上下面には非磁性体を配置するとと
もに、前記金属製金型の側面には磁性体を配置するのが好ましい。これにより、永久磁石
から発生する磁束はより好ましいループ状の閉磁路となる。また、永久磁石の下面に磁性
体を配置し、前記金型の側面の磁性体と磁性体で接続させてもよい。さらに、永久磁石と
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前記金型の間に磁性体又は非磁性体を配置してもよい。これにより、より効率よく磁性フ
ィラーは放射配向される。
【００１２】
　前記磁性フィラーは、磁性ワイヤー、磁性粉体、磁性膜を有する無機粉体、板状粉体及
び磁気に反応するフィラーから選ばれる少なくとも一つが好ましい。磁性ワイヤーとして
は金属ワイヤー（一例として直径１～２０μｍ、長さ０．１～５ｍｍ）、磁性粉体として
はカルボニル鉄粉、磁性膜を有する無機粉体としては窒化ホウ素（一例として平均粒子直
径１～５００μｍ）の表面に磁性膜を形成したものがある。
【００１３】
　磁性粉は軟磁性金属粉又は酸化物磁性粉（フェライト粉）があり、軟磁性金属粉として
は、Ｆｅ－Ｓｉ合金、Ｆｅ－Ａｌ合金、Ｆｅ－Ｓｉ－Ａｌ合金（センダスト）、Ｆｅ－Ｓ
ｉ－Ｃｒ合金、Ｆｅ－Ｎｉ合金（パーマロイ）、Ｆｅ－Ｎｉ－Ｃｏ合金（ミューメタル）
、Ｆｅ－Ｎｉ－Ｍｏ合金（スーパーマロイ）、Ｆｅ－Ｃｏ合金、Ｆｅ－Ｓｉ－Ａｌ－Ｃｒ
合金、Ｆｅ－Ｓｉ－Ｂ合金、Ｆｅ－Ｓｉ－Ｃｏ－Ｂ合金等の鉄系の合金粉、あるいはカル
ボニル鉄粉等があり、フェライト粉としては、Ｍｎ－Ｚｎフェライト、Ｍｎ－Ｍｇ－Ｚｎ
フェライト、Ｍｇ－Ｃｕ－Ｚｎフェライト、Ｎｉ－Ｚｎフェライト、Ｎｉ－Ｃｕ－Ｚｎフ
ェライト、Ｃｕ－Ｚｎフェライト等のスピネル系フェライト、Ｗ型、Ｙ型、Ｚ型、Ｍ型等
の六方晶フェライトがあるが、カルボニル鉄粉を使用するのが好ましい。
【００１４】
　前記カルボニル鉄粉は、軟磁性鉄粉の一種として、また粉末工業製品としてそれ自体は
よく知られている。カルボニル鉄粉は、カルボニル鉄（Fe(CO)5）して気化させ分解する
ことによりＣＯを除去して得られる。このカルボニル鉄粉は、平均粒子径２～１０μｍが
好ましく、さらに好ましくは２～８μｍである。粒子径の測定はレーザー回折光散乱法に
より、５０質量％粒子径を測定する。この測定器としては、例えば堀場製作所製社製のレ
ーザー回折／散乱式粒子分布測定装置ＬＡ－９５０Ｓ２がある。
【００１５】
　前記磁気粘弾性エラストマー放射配向成形体を１００体積％としたとき、前記磁性フィ
ラーは１～７０体積％であるのが好ましい。前記の範囲であれば、磁力を印加したとき磁
性フィラーは放射状に配向する。
【００１６】
　マトリックス樹脂としては熱硬化性樹脂でもよいし熱可塑性樹脂でもよく、ゴムやエラ
ストマーも含む。ゴムには、天然ゴム（ＡＳＴＭ略語ＮＲ）、イソプレンゴム（ＩＲ）、
ブタジエンゴム（ＢＲ）、１，２－ポリブタジエン（１，２-ＢＲ）、スチレンーブタジ
エン（ＳＢＲ）、クロロプレンゴム（ＣＲ），二トリルゴム（ＮＢＲ）、ブチルゴム（Ｉ
ＩＲ）、エチレンープロピレンゴム（ＥＰＭ、ＥＰＤＭ）、クロロスルホン化プリエチレ
ン（ＣＳＭ）アクリルゴム（ＡＣＭ、ＡＮＭ）、エピクロルヒドリンゴム（ＣＯ，ＥＣＯ
）多硫化ゴム（Ｔ）、シリコーンゴム、フッ素ゴム（ＦＫＭ）、ウレタンゴム（Ｕ）等が
あるがここに挙げた限りではない。熱可塑性エラストマー(TPE)にも適用できる。TPEとし
ては、一例としてスチレン系TPE,オレフィン系TPE,塩化ビニル系TPE,ウレタン系TPE,エス
テル系TPE,アミド系TPE,塩素化ポエチレン系TPE, Syn-1,2-ポリブタジエン系TPE, Trans-
1,4-ポリイソプレン系TPE,フッ素系TPE等が挙げられる。シリコーンゴムの架橋は付加反
応でもよいし、過酸化物反応でもよい。以下においては付加反応による架橋で説明する。
【００１７】
　前記磁気粘弾性エラストマー放射配向成形体は、日本ゴム協会標準規格(SRIS0101)アス
カーＣ硬度が５～６０である。これにより、磁力を印加したとき貯蔵弾性率の変化が高い
磁気粘弾性エラストマー成形体となる。
【００１８】
　前記マトリックス樹脂はオルガノポリシロキサンであるのが好ましい。オルガノポリシ
ロキサンは耐熱性が高く、加工性も良いからである。オルガノポリシロキサンをマトリッ
クスとする組成物は、ゴム、ゴムシート、パテ、グリースなどいかなるものであっても良
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い。
【００１９】
　永久磁石としては、ネオジム磁石、フェライト磁石、サマリウムコバルト磁石、アルニ
コ磁石、ＫＳ鋼、ＭＫ鋼磁石等がある。この中でもネオジム磁石が好ましい。ネオジム磁
石は磁力が高いことから、成形装置を小型化できる。ネオジム磁石表面にはＮｉめっきを
して防錆性を高くしておくのが好ましい。
【００２０】
　永久磁石と金型を分離及び／又は接近させるための移動手段を設け、成形材料をキャビ
ティー内に注入する際には、金型を永久磁石の磁力を受けない位置に分離し、成形材料を
成形する際には金型を永久磁石に近づけることが好ましい。これにより、材料注入時には
磁場の影響を受けずに注入できる。前記において成形とは、熱硬化性樹脂の場合はキャビ
ティー内で樹脂を硬化させ、所定形状の成形物を得ることをいい、熱可塑性樹脂の場合は
、キャビティー内で溶融した樹脂を冷却し固化させ、所定形状の成形物を得ることをいう
。
【００２１】
　本発明の製造装置は、磁場形成手段として永久磁石を、キャビティーを有する金属製金
型の中央の少なくとも下部に配置し、キャビティーの上下面には非磁性体を配置し、記永
久磁石から発生する磁束をループ状にするため、永久磁石の下面に下面磁性体と、金型及
び金型の下面の非磁性体の外側側面に側面磁性体を配置する。成形材料をキャビティー内
に注入する際には、金型を永久磁石の磁力を受けない位置に分離し、成形材料を成形する
際には金型を永久磁石に近づけるための移動手段を設けることが好ましい。
【００２２】
　マトリックス樹脂がオルガノポリシロキサンの場合は、下記組成のコンパウンドを硬化
して得るのが好ましい。
（Ａ）ベースポリマー成分：１分子中に平均２個以上かつ分子鎖両末端のケイ素原子に結
合したアルケニル基を含有する直鎖状オルガノポリシロキサン
（Ｂ）架橋成分：１分子中に平均２個以上のケイ素原子に結合した水素原子を含有するオ
ルガノハイドロジェンポリシロキサンが、前記Ａ成分中のケイ素原子結合アルケニル基１
モルに対して、１モル未満の量
（Ｃ）白金系金属触媒：Ａ成分に対して重量単位で０．０１～１０００ppm
（Ｄ）磁性フィラー：組成物を１００体積％としたとき１～７０体積％
（Ｅ）無機粒子顔料：マトリックス樹脂１００重量部に対して０．１～１０重量部
【００２３】
（１）ベースポリマー成分（Ａ成分）
　ベースポリマー成分（Ａ成分）は、一分子中にケイ素原子に結合したアルケニル基を２
個以上含有するオルガノポリシロキサンであり、アルケニル基を２個含有するオルガノポ
リシロキサンは本発明のシリコーンゴム組成物における主剤（ベースポリマー成分）であ
る。このオルガノポリシロキサンは、アルケニル基として、ビニル基、アリル基等の炭素
原子数２～８、特に２～６の、ケイ素原子に結合したアルケニル基を一分子中に２個有す
る。粘度は２５℃で10～1000000ｍＰａ・ｓ、特に100～100000ｍＰａ・ｓであることが作
業性、硬化性などから望ましい。
【００２４】
　具体的には、下記一般式（化１）で表される１分子中に平均２個以上かつ分子鎖末端の
ケイ素原子に結合したアルケニル基を含有するオルガノポリシロキサンを使用する。側鎖
はトリオルガノシロキシ基で封鎖された直鎖状オルガノポリシロキサンである。２５℃に
おける粘度は10～1000000ｍＰａ・ｓのものが作業性、硬化性などから望ましい。なお、
この直鎖状オルガノポリシロキサンは少量の分岐状構造（三官能性シロキサン単位）を分
子鎖中に含有するものであってもよい。
【００２５】
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【００２６】
　式中、Ｒ1は互いに同一又は異種の脂肪族不飽和結合を有さない非置換又は置換一価炭
化水素基であり、Ｒ2はアルケニル基又はシクロアルケニル基であり、ｋは０又は正の整
数である。ここで、Ｒ1の脂肪族不飽和結合を有さない非置換又は置換の一価炭化水素基
としては、例えば、炭素原子数１～１０、特に１～６のものが好ましく、具体的には、メ
チル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ブチル基、イソブチル基、ｔｅｒｔ－
ブチル基、ペンチル基、ネオペンチル基、ヘキシル基、シクロヘキシル基、オクチル基、
ノニル基、デシル基等のアルキル基又はシクロアルケニル基、フェニル基、トリル基、キ
シリル基、ナフチル基等のアリール基、ベンジル基、フェニルエチル基、フェニルプロピ
ル基等のアラルキル基、並びに、これらの基の水素原子の一部又は全部をフッ素、臭素、
塩素等のハロゲン原子、シアノ基等で置換したもの、例えばクロロメチル基、クロロプロ
ピル基、ブロモエチル基、トリフロロプロピル基等のハロゲン置換アルキル基、シアノエ
チル基等が挙げられる。Ｒ2のアルケニル基又はシクロアルケニル基としては、例えば炭
素原子数２～６、特に２～３のものが好ましく、具体的にはビニル基、アリル基、プロペ
ニル基、イソプロペニル基、ブテニル基、イソブテニル基、ヘキセニル基、シクロヘキセ
ニル基等が挙げられ、好ましくはビニル基である。一般式（１）において、ｋは、一般的
には0≦ｋ≦10000を満足する０又は正の整数であり、好ましくは5≦ｋ≦2000、より好ま
しくは10≦ｋ≦1200を満足する整数である。
【００２７】
　Ａ成分のオルガノポリシロキサンとしては一分子中に例えばビニル基、アリル基等の炭
素原子数２～８、特に２～６のケイ素原子に結合したアルケニル基を３個以上、通常、３
～３０個、好ましくは、３～２０個程度有するオルガノポリシロキサンを併用しても良い
。分子構造は直鎖状、環状、分岐状、三次元網状のいずれの分子構造のものであってもよ
い。好ましくは、主鎖がジオルガノシロキサン単位の繰り返しからなり、分子鎖両末端が
トリオルガノシロキシ基で封鎖された、２５℃での粘度が10～1000000ｍＰａ・ｓ、特に1
00～100000ｍＰａ・ｓの直鎖状オルガノポリシロキサンである。
【００２８】
　アルケニル基は分子のいずれかの部分に結合していればよい。例えば、分子鎖末端、あ
るいは分子鎖非末端（分子鎖途中）のケイ素原子に結合しているものを含んでも良い。な
かでも下記一般式（化２）で表される分子鎖両末端のケイ素原子上にそれぞれ１～３個の
アルケニル基を有し（但し、この分子鎖末端のケイ素原子に結合したアルケニル基が、両
末端合計で３個未満である場合には、分子鎖非末端（分子鎖途中）のケイ素原子に結合し
たアルケニル基を、（例えばジオルガノシロキサン単位中の置換基として）、少なくとも
１個有する直鎖状オルガノポリシロキサンであって、上記でも述べた通り２５℃における
粘度が10～1,000,000ｍＰａ・ｓのものが作業性、硬化性などから望ましい。なお、この
直鎖状オルガノポリシロキサンは少量の分岐状構造（三官能性シロキサン単位）を分子鎖
中に含有するものであってもよい。
【００２９】
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【化２】

【００３０】
　式中、Ｒ3は互いに同一又は異種の非置換又は置換一価炭化水素基であって、少なくと
も１個がアルケニル基である。Ｒ4は互いに同一又は異種の脂肪族不飽和結合を有さない
非置換又は置換一価炭化水素基であり、Ｒ5はアルケニル基であり、ｌ，ｍは０又は正の
整数である。ここで、Ｒ3の一価炭化水素基としては、炭素原子数１～１０、特に１～６
のものが好ましく、具体的には、メチル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ブ
チル基、イソブチル基、ｔｅｒｔ－ブチル基、ペンチル基、ネオペンチル基、ヘキシル基
、シクロヘキシル基、オクチル基、ノニル基、デシル基等のアルキル基、フェニル基、ト
リル基、キシリル基、ナフチル基等のアリール基、ベンジル基、フェニルエチル基、フェ
ニルプロピル基等のアラルキル基、ビニル基、アリル基、プロペニル基、イソプロペニル
基、ブテニル基、ヘキセニル基、シクロヘキセニル基、オクテニル基等のアルケニル基や
、これらの基の水素原子の一部又は全部をフッ素、臭素、塩素等のハロゲン原子、シアノ
基等で置換したもの、例えばクロロメチル基、クロロプロピル基、ブロモエチル基、トリ
フロロプロピル基等のハロゲン置換アルキル基やシアノエチル基等が挙げられる。
【００３１】
　また、Ｒ4の一価炭化水素基としても、炭素原子数１～１０、特に１～６のものが好ま
しく、上記Ｒ1の具体例と同様のものが例示できるが、但しアルケニル基は含まない。Ｒ5

のアルケニル基としては、例えば炭素数２～６、特に炭素数２～３のものが好ましく、具
体的には前記式（化１）のＲ2と同じものが例示され、好ましくはビニル基である。
【００３２】
　ｌ，ｍは、一般的には0＜ｌ＋ｍ≦10000を満足する０又は正の整数であり、好ましくは
5≦ｌ＋ｍ≦2000、より好ましくは10≦ｌ＋ｍ≦1200で、かつ0＜ｌ／（ｌ＋ｍ）≦0.2、
好ましくは、0.0011≦ｌ／（ｌ＋ｍ）≦0.1を満足する整数である。
【００３３】
（２）架橋成分（Ｂ成分）
　本発明のＢ成分のオルガノハイドロジェンポリシロキサンは架橋剤として作用するもの
であり、この成分中のＳｉＨ基とＡ成分中のアルケニル基とが付加反応（ヒドロシリル化
）することにより硬化物を形成するものである。かかるオルガノハイドロジェンポリシロ
キサンは、一分子中にケイ素原子に結合した水素原子（即ち、ＳｉＨ基）を２個以上有す
るものであればいずれのものでもよく、このオルガノハイドロジェンポリシロキサンの分
子構造は、直鎖状、環状、分岐状、三次元網状構造のいずれであってもよいが、一分子中
のケイ素原子の数（即ち、重合度）は2～1000、特に2～300程度のものを使用することが
できる。
【００３４】
　水素原子が結合するケイ素原子の位置は特に制約はなく、分子鎖の末端でも非末端（途
中）でもよい。また、水素原子以外のケイ素原子に結合した有機基としては、前記一般式
（化１）のＲ1と同様の脂肪族不飽和結合を有さない非置換又は置換一価炭化水素基が挙
げられる。
【００３５】
　Ｂ成分のオルガノハイドロジェンポリシロキサンとしては下記構造のものが例示できる
。
【００３６】
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【化３】

【００３７】
【化４】

【００３８】
【化５】

【００３９】
　上記の式中、Ｐｈはフェニル基、エポキシ基、アクリロイル基、メタアクリロイル基、
アルコキシ基の少なくとも１種を含む有機基である。Ｌは0～1,000の整数、特には0～300
の整数であり、Ｍは1～200の整数である。）
【００４０】
（３）触媒成分（Ｃ成分）
　Ｃ成分の触媒成分は、本組成物の硬化を促進させる成分である。Ｃ成分としては、ヒド
ロシリル化反応に用いられる触媒として周知の触媒を用いることができる。例えば白金黒
、塩化第２白金、塩化白金酸、塩化白金酸と一価アルコールとの反応物、塩化白金酸とオ
レフィン類やビニルシロキサンとの錯体、白金ビスアセトアセテート等の白金系触媒、パ
ラジウム系触媒、ロジウム系触媒などの白金族金属触媒が挙げられる。Ｃ成分の配合量は
、硬化に必要な量であればよく、所望の硬化速度などに応じて適宜調整することができる
。Ａ成分に対して金属原子重量として０．０１～１０００ppm添加する。
【００４１】
（４）磁性粉（Ｄ成分）
　前記磁性粉は、アルコキシシラン又はアルキルチタネートにより表面処理しておくのが
好ましい。この表面処理をしておくとシリコーンゴムの場合、硬化阻害を防ぐことができ
る。前記アルコキシシランは、Ｒ（ＣＨ3）aＳｉ（ＯＲ’）3-a（Ｒは炭素数１～２０の
アルキル基、Ｒ’は炭素数１～４のアルキル基、ａは０もしくは１）で示されるシラン化
合物、もしくはその部分加水分解物が好ましい。Ｒ（ＣＨ3）aＳｉ（ＯＲ’）3-a（Ｒは
炭素数１～２０のアルキル基、Ｒ’は炭素数１～４のアルキル基、ａは０もしくは１）で
示されるアルコキシシラン化合物（以下単に「シラン」という。）は、一例としてメチル
トリメトキシラン，エチルトリメトキシラン，プロピルトリメトキシラン，ブチルトリメ
トキシラン，ペンチルトリメトキシラン，ヘキシルトリメトキシラン，ヘキシルトリエト
キシシラン，オクチルトリメトキシシラン，オクチルトリエトキシラン，デシルトリメト
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キシシラン，デシルトリエトキシシラン，ドデシルトリメトキシシラン，ドデシルトリエ
トキシシラン，ヘキサデシルトリメトキシシラン，ヘキサデシルトリエトキシシシラン，
オクタデシルトリメトキシシラン，オクタデシルトリエトキシシシラン等のシラン化合物
がある。前記シラン化合物は、一種又は二種以上混合して使用することができる。表面処
理剤として、アルコキシシランと片末端シラノールシロキサンを併用してもよい。ここで
いう表面処理とは共有結合のほか吸着なども含む。
【００４２】
 (５)その他の成分（Ｅ成分）
　本発明の組成物には、必要に応じて前記以外の成分を配合することができる。例えばベ
ンガラなどの無機顔料、フィラーの表面処理等の目的でアルキルトリアルコキシシランな
どを添加してもよい。フィラー表面処理などの目的で添加する材料として、アルコキシ基
含有シリコーンを添加しても良い。
【００４３】
　以下図面により説明する。以下の図面において、同一符号は同一物を示す。図１は本発
明の一実施形態における放射配向成形体の模式的平面図である。この放射配向成形体１は
、マトリックス樹脂２と磁性フィラー３を含む磁気粘弾性エラストマー放射配向成形体で
あり、磁性フィラー３は放射配向されている。中央部は空間部４であり、全体としてリン
グ状の成形体である。
【００４４】
　図２は同、成形体（外径４０ｍｍ、内径３０ｍｍ、厚さ５ｍｍ）の平面写真である。磁
性フィラーが放射配向していることを示すため、透明なマトリックス樹脂を使用した。
【００４５】
　図３は本発明の一実施形態における放射配向成形装置１０の模式的断面図であり、磁場
形成手段としての永久磁石１１を、リング状キャビティー１４ｂを有する金属製金型１４
ａの中央の少なくとも下部に配置し、金型１４ａの上下面には非磁性体１３ａ，１３ｂを
配置し、永久磁石１１から発生する磁束１９ａをループ状にするため、永久磁石１１の下
面に下面磁性体１２ａと、金型１４ａ及び金型１４ａの下面非磁性体１３ａの外側側面に
側面磁性体１２ｂ，１２ｃを配置した例である。永久磁石１１の周囲は空間部１５として
いる。また、下面磁性体１２ａと側面磁性体１２ｂの下には基体磁性体１２ｄを配置し、
これは磁場ＯＦＦとしている。磁束１９ａはループ状に流れ、キャビティー１４ｂ内の磁
性フィラーを水平に配向する。この状態でマトリックス樹脂を硬化させ、成形する。各部
材は一例として次のとおりとした。
永久磁石：ネオジム磁石
下面磁性体、側面磁性体：鉄鋼
非磁性体：アルミニウム合金
金属金型：鉄鋼
磁性フィラー：ステンレススチール製ワイヤー
【００４６】
　図４は本発明の別の実施形態における成形装置１６の模式的断面図である。図３と異な
る部分は、金型１４ａの上面に金型１４ａの外径が同一となるサイズの非磁性体１３ｂを
配置し、その外側に側面磁性体１２ｅを配置し、それらの上に非磁性体１３ｄを配置した
ことである。磁束１９ｂは同様にループ状に流れる。
【００４７】
　図５は本発明のさらに別の実施形態における成形装置１７の模式的断面図である。図４
と異なる部分は、永久磁石１１の上部を磁性体１２ｆとしたことである。磁束１９ｃは同
様にループ状に流れる。
【００４８】
　図６は本発明のさらに別の実施形態における成形装置１８の模式的断面図である。図４
と異なる部分は、非磁性体１３ｄの代わりに磁性体１２ｇを配置したことである。磁束１
９ｄ及び１９ｅは同様にループ状に流れる。
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　図７Ａは本発明の一実施形態における成形装置２１の磁石１１と金型１４ａを分離した
模式的断面図、図７Ｂは同、磁石１１と金型１４ａを接続した模式的断面図である。成形
材料を金型１４ａのキャビティー内に注入する際には、金型１４ａを永久磁石１１の磁力
を受けない位置まで分離し、成形材料を成形する際には金型１４ａを永久磁石に近づける
。金型１４ａを移動するための移動手段２０ａ，２０ｂとしては、スプリング、ジャッキ
、ねじ等の公知の手段を利用できる。本実施形態ではスプリングを使用した。
【００５０】
　図８は本発明の一実施形態における多数個取り成形装置２３の模式的断面図である。一
例として図３に示す成形装置を３個並列に配置し、各成形装置間に非磁性体２７ａを配置
して、同時に３個の成形体を成形する。
【００５１】
　図９Ａは本発明の一実施形態で使用するネオジム磁石２４の平面図、図９Ｂは同、断面
図である。２５は上部が広い空間の円筒状磁石体、２６は空間部である。
【００５２】
　本発明の磁気粘弾性エラストマー放射配向成形体は、振動部に組み込み、磁力を印加し
たときの貯蔵弾性率の変化を利用して、前記振動部の振動を吸収する振動吸収装置に適用
できる。前記振動部は、衝撃部、動力伝達部、姿勢制御部、車輛のクラッチ、車輛のダン
パー、車輛のショックアブソーバー、建造物用の制振支持装置、組み立てロボットの筋肉
部分、液体流量制御用バルブ、音響装置、医療・福祉用ロボットハンド及び介護ハンドか
ら選ばれる少なくとも一つの振動部であることが好ましい。
【実施例】
【００５３】
　以下実施例を用いて説明する。本発明は実施例に限定されるものではない。
＜硬さ＞
　日本ゴム協会標準規格(SRIS0101)に規定されているアスカーＣ硬度を測定した。
【００５４】
　（実施例１）
１．材料成分
（１）シリコーン成分
　シリコーン成分として二液室温硬化シリコーンゴムを使用した。なお、二液ＲＴＶには
ベースポリマー成分（Ａ成分）と架橋成分（Ｂ成分）と白金系金属触媒（Ｃ成分）が予め
添加されている。
（２）磁性フィラー
　磁性フィラーとして、ステンレススチール製ワイヤー（直径１２μｍ、長さ１ｍｍ）を
、シリコーン成分１００重量部に対して５重量部配合した。
（３）永久磁石
　永久磁石は図９に示す形状のネオジム磁石（株式会社マグファイン社製、商品名”ネオ
ジム”）を使用した。このネオジム磁石の内容は表１に示すとおりである。表１中、表面
処理はＮｉめっきのことである。
【００５５】



(12) JP 2019-14232 A 2019.1.31

10

20

30

40

50

【表１】

【００５６】
（４）成形方法
　図３及び図７Ａ－Ｂに示す成形装置を使用して、温度：５０℃、時間：１０分で成形し
た。その結果、図２に示す放射配向成形体が得られた。この放射配向成形体の大きさは、
外径４０ｍｍ、内径３０ｍｍ、厚さ５ｍｍであった。
【００５７】
　（実施例２）
　磁性フィラーとして、平均粒子径３．９－５．０μｍのカルボニル鉄粉を５０体積％の
割合で添加し、均一に混合した以外は実施例１と同様とした。その結果、図２に示す成形
体と同様のカルボニル鉄粉が放射配向した成形体が得られた。この放射配向成形体の大き
さは、外径４０ｍｍ、内径３０ｍｍ、厚さ５ｍｍであった。
【産業上の利用可能性】
【００５８】
　本発明の磁気粘弾性エラストマー放射配向成形体は、振動部に組み込み、磁力を印加し
たときの貯蔵弾性率の変化を利用して、前記振動部の振動を吸収する振動吸収装置に適用
できる。
【符号の説明】
【００５９】
１　放射配向成形体
２　マトリックス樹脂
３　磁性フィラー
４，１５，２６　空間部
１０，１６－１８，２１，２３　放射配向成形装置
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１１　永久磁石
１２ａ－１２ｇ　磁性体
１３ａ－１３ｄ，２７ａ　非磁性体
１４ａ　金属製金型
１４ｂ　リング状キャビティー
１９ａ－１９ｅ　磁束
２０ａ，２０ｂ　移動手段
２４　ネオジム磁石
２５　円筒状磁石体

【図１】 【図２】

【図３】
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【図４】

【図５】

【図６】

【図７】 【図８】
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